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議案第１５号 

 

珠洲市令和６年能登半島地震復旧・復興本部の設置に関する条例について 

 

 珠洲市令和６年能登半島地震復旧・復興本部の設置に関する条例を次のように制定す

る。 

 

 

    令和６年３月１１日提出 

 

 

珠洲市長 泉 谷  満 寿 裕  

 

 

   珠洲市令和６年能登半島地震復旧・復興本部の設置に関する条例 

 

 （設置） 

第１条 市長は、珠洲市が令和６年能登半島地震により甚大な被害を受けたことから、

市民の生活の再建及び安定並びに本市の復興に関する事業（以下「復旧・復興事業」

という。）を迅速かつ計画的に実施するため、珠洲市令和６年能登半島地震復旧・

復興本部（以下「本部」という。）を設置するものとする。 

 （本部） 

第２条 本部に本部長、副本部長及び本部員を置く。 

２ 本部長は、市長をもって充てる。 

３ 本部長は、本部の事務を統括し、本部を代表する。 

４ 副本部長は、副市長をもって充てる。 

５ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 本部員は、本部長が指名する者をもって充てる。 

７ 本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

 （内部組織） 

第３条 本部に、規則で定めるところにより、内部組織を置くことができる。 

 （事務局） 

第４条 復旧・復興事業に係る事業計画、財政計画、人事計画等を総合的に調整する

ため、本部に事務局を置く。 

２ 事務局に局長を置き、本部長が本部員のうちから指名する者をもって充てる。 

３ 局長は、事務局の事務を掌理する。 
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 （廃止） 

第５条 市長は、本部の設置目的が達成されたと認めるときは、本部を廃止するもの

とする。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

提案理由    市民の生活の再建及び安定並びに本市の復興に関する事業を迅速か

つ計画的に実施するため、珠洲市令和６年能登半島地震復旧・復興本

部を設置するもの。 
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議案第１６号 

 

珠洲市震災復興基金条例について 

 

 珠洲市震災復興基金条例を次のように制定する。 

 

令和６年３月１１日提出 

 

 

珠洲市長 泉 谷  満 寿 裕 

 

 

   珠洲市震災復興基金条例 

 

（設置） 

第１条 令和６年能登半島地震の復興等に関する事業（以下「事業」という。）に要す

る経費の財源を確保するため、珠洲市震災復興基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、予算に定める額とする。 

２ 基金の事業を推進するため寄附があったときは、この基金に積み立てるものとす

る。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上してこの基金に

編入するものとする。 

（繰替え運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 基金は、事業に要する経費の財源に充てる場合に限り、一般会計歳入歳出予

算の定めるところにより、その全部又は一部を処分することができる。 
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（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

提案理由   令和６年能登半島地震の復興等に関する事業に要する経費の財源を確

保するため、基金を設置するもの。 
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議案第１７号 

 

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和６年３月１１日提出 

 

 

                       珠洲市長 泉谷 満寿裕     

 

 

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年珠洲市条例第３２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１６条を第１７条とする。 

第５章を第６章とし、第４章の次に次の１章を加える。 

第５章 珠洲市災害弔慰金等認定審査会 

 （認定審査会の設置） 

第１６条 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査審議するため、

珠洲市災害弔慰金等認定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会の委員は、医師、弁護士その他市長が必要と認める者のうちから、市長が

任命する。 

３ 前項に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年珠洲

市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 別表に次のように加える。 

災害弔慰金等認定審査会 委員 日額 １２，０００円 
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提案理由   珠洲市災害弔慰金等認定審査会を設置するため、所要となる規定を改

正するもの。 
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議案第１８号 

 

珠洲市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び職員の育児休業

等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 珠洲市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

    令和６年３月１１日提出 

 

珠洲市長 泉 谷  満 寿 裕  

 

 

   珠洲市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び職員の育児休業

等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （珠洲市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 珠洲市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年珠洲市

条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

 第１７条の次に次の１条を加える。 

 （フルタイム会計年度任用職員に係る勤勉手当） 

第１７条の２ 給与条例第２０条の規定は、任期の定めが６月以上のフルタイム会

計年度任用職員について準用する。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第２０条の規

定による勤勉手当の支給について準用する。 

 第１８条第１項中「」」の次に「という。」を加え、同条に次の１項を加える。 

４ 前３項の「基準月額」とは、当該パートタイム会計年度任用職員の１週間当た

りの通常の勤務時間が３８時間４５分であるとした場合に、その者の職務の内容

及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等に照らして第４条か

ら第６条までの規定を適用して得た額とする。 

 第２７条第１項中「この条」の次に「及び次条第１項」を加え、同条の次に次の

１条を加える。 

 （パートタイム会計年度任用職員に係る勤勉手当） 

第２７条の２ 給与条例第２０条の規定は、任期の定めが６月以上のパートタイム
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会計年度任用職員について準用する。この場合において、同条第３項中「それぞ

れその基準日現在において職員が受けるべき給料の月額」とあるのは、「それぞれ

その基準日（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日）

以前６か月以内のパートタイム会計年度任用職員としての在職期間における基本

報酬の１月当たりの平均額」と読み替えるものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第２０条の規

定による勤勉手当の支給について準用する。 

 第３０条第１項第１号中「法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員」を削り、「選

挙事務従事手当」の次に「、期末手当及び勤勉手当」を加え、同項第２号中「期末

手当」の次に「及び勤勉手当」を加える。 

 （職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年珠洲市条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第７条第２項中「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

を除く。）」を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

提案理由    地方自治法の一部改正等を踏まえ、令和６年度から会計年度任用職

員に勤勉手当を支給するため、所要となる規定を改正するもの。 
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議案第１９号 

 

珠洲市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

珠洲市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

    令和６年３月１１日提出 

 

 

珠洲市長 泉 谷  満 寿 裕  

 

 

   珠洲市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 珠洲市介護保険条例（平成１２年珠洲市条例第１７号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８年度」

に改め、同項第１号中「３８，４００円」を「３４，９００円」に改め、同項第２号

中「５７，６００円」を「５２，５００円」に改め、同項第３号中「５７，６００円」

を「５２，９００円」に改め、同項に次の４号を加える。 

(10) 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １４５,９００円 

(11) 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １６１,２００円 

(12) 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １７６,６００円 

(13) 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １８４,３００円 

第２条第２項中「令和３年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８年度」

に、「２３，０００円」を「２１，８００円」に改め、同条第３項中「令和３年度」を

「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８年度」に、「２３，０００円」を「２１，

８００円」に、「３８，４００円」を「３７，２００円」に改め、同条第４項中「令和

３年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８年度」に、「２３，０００円」

を「２１，８００円」に、「５３，７００円」を「５２，５００円」に改める。 

第４条第３項中「又は第８号ロ」を「、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１

号ロ又は第１２号ロ」に、「第８号まで」を「第１２号まで」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例による改正後の珠洲市介護保険条例第２条の規定は、令和６年度以後の

年度分の保険料について適用し、令和５年度分までの保険料については、なお従前

の例による。 

 

 

 

提案理由   介護保険法施行令等の一部改正に伴い、所要となる規定を改正するもの。 
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議案第２０号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

 １ 公の施設の名称  滞在交流施設日置 

 ２ 指定管理者となる団体の名称  日置ハウス運営委員会 

 ３ 指定管理者となる団体の住所  珠洲市折戸町ヌ部８番地 

 ４ 指定の期間  令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 

令和６年３月１１日提出 

 

 

珠洲市長 泉谷 満寿裕 

 

 

 

提案理由    滞在交流施設日置の管理運営を効果的かつ効率的に行わせるため、

指定管理者を指定するもの。 
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議案第２１号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

 １ 公の施設の名称  東山中町飲料水供給施設 

 ２ 指定管理者となる団体の名称  東山中地区飲用水管理組合 

 ３ 指定管理者となる団体の住所  珠洲市東山中町チの部５４番地 

 ４ 指定の期間  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

令和６年３月１１日提出 

 

 

珠洲市長 泉谷 満寿裕 

 

 

 

提案理由    東山中町飲料水供給施設の管理運営を効果的かつ効率的に行わせる

ため、指定管理者を指定するもの。 
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議案第２２号 

   

  指定管理者の指定について 

 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

 １ 公の施設の名称  珠洲市揚浜塩田施設 

 ２ 指定管理者となる団体の名称  株式会社奥能登塩田村 

 ３ 指定管理者となる団体の住所  珠洲市清水町１の部５８番地１ 

 ４ 指定の期間  令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 

令和６年３月１１日提出 

 

 

                        珠洲市長 泉谷 満寿裕 

 

 

 

提案理由    珠洲市揚浜塩田施設の管理運営を効果的かつ効率的に行わせるため、

指定管理者を指定するもの。 
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議案第２３号  

 

   珠洲公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 珠洲公平委員会委員 木田 紀子は、令和６年３月３１日をもって任期満了となるの

で、後任者として次の者を選任いたしたく、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第９条の２第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

   選任すべき委員 

    珠洲市三崎町引砂子部５５番地 

     加 治  紀美子 

      昭和３１年３月１１日生 

 

 

令和６年３月１１日提出 

 

 

珠洲市長 泉 谷  満 寿 裕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


